167　「高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書」の一般的枠組み、構成、および指針原則に関する国連高齢者に関する政府間作業部会への意見書
フィリップ・オアメン博士

はじめに
 
貴作業部会による最近の意見募集を受け、筆者は、高齢者の権利に関する法的拘束力のある文書の枠組み策定に寄与できることを、稀有な光栄と存じます。なお必要に応じて、追加情報や説明を提供いたします。

著者について
フィリップ・オアメン博士は、バーミンガム市立大学の法学講師です。バーミンガム大学にて経済的・社会的権利の実現における国際協力の役割について研究し、博士号を取得しました。研究分野は、高齢者の権利、経済的・社会的権利、およびアフリカ法です。

国連は、高齢化に関する国際政策の策定にあたり、オアメン博士の研究を引用しています。また、オアメン博士は国際テレビ局（Channels TV）に出演し、高齢化をめぐる諸問題について議論しました。さらに最近では、高齢化社会への備えについて英国議会に意見書を提出しました。また、アフリカ人権・諸民族委員会がプレトリア大学と共同で開催したイベントにおいて、専門家パネリストを務め、アフリカ諸国政府の代表者に対し、2016年の「アフリカ人権・諸民族の権利憲章に関する高齢者の権利に関する議定書」の批准と実施に向けた戦略について助言を行いました。 彼は専門分野において多数の著作を持つ研究者です。アフリカ憲章40周年を記念してアフリカ委員会とプレトリア大学が主催した会議では、COVID-19が高齢者の権利に与える影響に関する論文を含む、数多くの学会発表を行っています。フィリップは英国高等教育アカデミーのフェローです。
 
以下に、オアメン博士による主要な質問への回答を掲載します。

質問1. 高齢者の人権に関する国際的な法的拘束力のある文書は、どのような包括的な枠組みに基づいて策定されるべきか？さらに、高齢者がすべての人権および基本的自由を完全かつ平等に享受する権利保有者であるという認識を、その文書が最も適切に反映し、強化するにはどうすべきか？
回答

私はライフコース・フレームワーク（生涯枠組み）を推奨している。このフレームワークは、高齢者の現在の状況に影響を与えている過去の経験を考慮に入れるものである[footnoteRef:1]。それは、「…『年齢段階に応じたライフコース』という進化する概念（社会関係に埋め込まれている）を通じて、個人の変化する環境とその発達への影響について考察し、調査するための有益な方法を提供する…」[footnoteRef:2]。ライフコース・フレームワークは、「人生に意味を与える様々な段階や出来事を通じて、時間の経過に伴う人々の生活」を検証し、「私たちの生活を形作る要因を探求する」ものである[footnoteRef:3]。 [1:  Daniel Holman and Alan Walker, 「不公平な高齢化: 国際性とライフ・コース分析の統合に向けて」(2020) 18 European Journal of Ageing 239–255. https://doi.org/10.1007/s10433-020-00582-7   ]  [2:  Elder Jnr, 「年齢の差別化とライフコース」（1975）、Annual Review of Sociology第1巻 165-90頁、168頁。]  [3:  ジョナサン・ヘリング、「ライフコースを通じた法」（ブリストル大学出版局、2021年）3。] 

したがって、高齢者の人権上のニーズに対応するためには、彼らの経験やライフコースが社会的に構築されたものであるという性質を考慮することが不可欠である[footnoteRef:4]。疑いなく、個人の人生の道筋は、それぞれが移行期によって区切られた複数の領域へとつながる、個人の人生の構造とリズムを形成する[footnoteRef:5]。 [4:  N. キーティング、「国連健康な高齢化の10年（2021年～2030年）のための研究フレームワーク」（2022年）『European Journal of Ageing』第19巻、775–787頁、780頁。]  [5:  同上。] 

高齢者のライフコースは、生物学的要素や暦年齢だけで構成されているわけではなく、彼らが直面してきた社会経済的状況によって形成されるものでもある[footnoteRef:6]。したがって、基本的なインフラが欠如している開発途上国出身で、自身や家族の基本的なニーズを満たすためにより懸命に働かなければならなかった人は、生活の必需品が提供されている先進国出身の人よりも、より早く老化を経験することになるだろう[footnoteRef:7]。したがって、世界における社会経済的格差は、不均衡な高齢化状況を助長し、永続させる社会構造を生み出している[footnoteRef:8]。   [6:  Philip Oamen, 「気候変動と高齢者の健康：国際法に対する第三世界のアプローチを気候正義に組み込む」  Sumudu Atapattu、Freya Doughty-Wagner、Enéas Xavier (編) 『第4の環境時代：気候正義』（Vernon Press、2026年）（近日刊行予定）14、  SSRNで入手可能： https://ssrn.com/abstract=4593794 または http://dx.doi.org/10.2139/ssrn.4593794。]  [7:  同上。]  [8:  同上。] 


したがって、策定中の法的枠組みは、罹患率（morbidity）および地理的要因の両面から、高齢者のニーズにまつわる特殊性を考慮すべきである。それは、高齢者が自身に関わる事柄について発言権を持つことを認めるだけでなく、高齢者の所在地にかかわらずそのニーズを満たすために国際協力を活用する、権利に基づくアプローチを採用すべきである。また、「人権は加齢とともに失効するものではない」という事実を強調すべきである[footnoteRef:9]。  [9:  ナターシャ・トドロヴィッチ、「警鐘：暴力、虐待、ネグレクトの予防と対応」3、https://www.un.org/development/desa/ageing/wp-content/uploads /sites/24/2021/02/Natasa-Todorovic_paper-.pdf（2026年4月21日アクセス）。 ] 


質問2. 高齢者の権利を効果的に保護するために、法的拘束力のある文書はどのような中核的な原則に基づくべきか？さらに、この法的拘束力のある文書は、高齢者の既存の人権を再確認すると同時に、あらたに規範的発展が必要な問題や課題（ギャップ）を明確に特定し、対処するにはどうすればよいか？
回答：

提案されている法的枠組みは、参加の原則を強力に盛り込むべきである。いかに努力しようとも、高齢者に参加の場を与えなければ、そのニーズに十分に応えることはできない。高齢者は自らの特有のニーズを熟知しており、彼らと協議することで、国家やその他の利害関係者は、高齢者の人権に関する懸念を特定し、それに対処することが可能となる。高齢者を負担や使い捨ての品として捉えるのではなく、家族や社会だけでなく、国家および非国家主体によっても、受け入れられ、尊重され、ケアされ、発言権を与えられるべきである[footnoteRef:10]。「（議論の）テーブルに彼らをつかせない限り」、高齢者の権利の実現は困難である[footnoteRef:11]。 [10:  Philip E Oamen および Eghosa O Ekhator、「アフリカの高齢者の社会経済的権利に対する COVID-19 の影響：高齢者の権利に関する議定書の運用開始の緊急性」（2021）21 African Human Rights Law Journal 782-811、811。]  [11:  トドロヴィッチ（注9）。] 

さらに、国際協力の原則は、高齢者の権利の実現に不可欠であるため、法的文書に組み込まれるべきである。したがって、提案されている法的文書の現在の枠組みは、「高齢化に関するマドリード国際行動計画」第122項における規範的立場を強化する機会を提供している。同項は、高齢者ケアのニーズに対応する上で、「開発途上国、後発開発途上国、および経済的移行国を支援するためには、国際協力の強化が不可欠である」と規定している[footnoteRef:12]。同様に、「高齢化に関するウィーン国際行動計画」の第94項は、「国際協力は……不可欠であり……政府間の二国間および多国間協力という形態をとることができる」と述べている[footnoteRef:13]。高齢者の権利を実現するための国際協力は、財政的、経済的、技術的な協力や支援、ならびに情報の共有という形態をとることが考えられる[footnoteRef:14]。 [12:  2002年マドリード国際高齢化行動計画。]  [13:  1982年の国連ウィーン高齢化に関する国際行動計画。]  [14:  Oamen and Ekhator (注10) 806。] 


最後に、提案されている法的文書は、市民的権利と社会経済的権利の不可分性および相互関連性の原則を採用することにより、アフリカ人権・人民の権利憲章から教訓を汲み取るべきである[footnoteRef:15]。これにより、既存の国連法的文書の下での社会経済的権利の実現を阻害してきた司法審査可能性に関する議論を回避できる。社会経済的権利が相応に実現されなければ、高齢者は市民的および政治的権利の効果的な保護を享受できないと主張されている。 [15:  Lilian Chenwi、『アフリカの制度』Jackie Dugard 他（編）「人権としての経済的社会的文化的権利：研究ハンドブック」（Edward Elgar Publishing、2020年）27、29。] 


質問3. 法的拘束力のある文書は、明確性と実効性を確保するために、どのような全体構成（structure）や設計枠組み（architecture）を採用すべきか？例えば、前文、定義、一般原則、一般的義務、具体的権利、および実施規定を含めるべきか？
回答：
提案されている法的文書には、前文、定義、一般原則、一般的義務、具体的権利、および実施規定を含めるべきである。とくに定義の章または条項において、「高齢者」という用語を明確に定義すべきである。また、文化的文脈も盛り込むべきである。例えば、高齢者の権利の実現における家族構成員の役割を考慮すべきである。 

結論
本意見書をお読みいただき感謝するとともに、本意見が、長らく待たれてきた高齢者の権利に関する条約の策定に寄与することを願っています。
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